
消費収支計算書を企業会計的に経営分析した場合

（表４）

（単位：百万円）

　①売上総収入 44,176 41,588 39,235 37,645 35,734 33,719

　　　　学生生徒等納付金 9,166 8,865 8,507 8,103 8,035 7,964

　　　　手数料 452 456 376 389 380 410

　　　　寄付金 451 508 513 635 627 601

　　　　補助金 2,633 2,538 2,215 2,023 2,093 2,013

　　　　事業収入 378 365 272 334 319 283

　　　　医療収入 31,096 28,856 27,352 26,161 24,280 22,448

　②一般管理費 40,888 39,522 38,330 37,512 36,901 37,196

　　　　人件費 18,940 18,709 17,940 17,323 16,563 16,004

　　　　教育研究経費 3,262 3,157 3,339 3,382 3,817 3,868

　　　　医療経費 15,296 14,571 13,626 13,194 13,084 13,793

　　　　管理経費 3,390 3,085 3,425 3,613 3,437 3,531

　③営業利益（①－②） 3,288 2,066 905 133 △ 1,167 △ 3,477

　④営業外収入 511 611 766 795 1,028 954

　　　　資産運用収入 325 394 468 505 564 507

　　　　雑収入 186 217 298 290 464 445

　⑤営業外費用 1,743 502 468 549 492 533

　　　　借入金利息 275 322 398 455 447 458

　　　　資産処分差額 1,456 158 54 53 27 49

　　　　徴収不能引当繰入額 12 22 16 21

　⑥営業外収支(④－⑤）　 △ 1,232 109 298 246 536 421

　⑦経常利益（③＋⑥） 2,056 2,175 1,203 379 △ 631 △ 3,056

１7年度決算科　　　　目 １8年度決算20年度決算21年度決算 １9年度決算22年度決算
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学生生徒等
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手数料 寄付金 補助金 医療収入 帰属収入合

計 

17年度 7,964 410 601 2,013 22,448 34,673

18年度 8,035 380 627 2,093 24,280 36,762

１9年度 8,103 389 635 2,023 26,161 38,440

20年度 8,507 376 513 2,215 27,352 40,001

21年度 8,865 456 508 2,538 28,856 42,199

22年度 9,166 452 451 2,633 31,096 44,687

単位：百万円 

帰属収入内訳推移表（主要科目） 

※ 平成１７年度から

平成２２年度までの帰

属収入内訳（主要科目）

を表しました。帰属収入

とは、学校法人の負債と

ならない収入のことで、

企業会計では収入に例

えることができます。本

学園の収入構成では病

院の医療収入が大きく

占めていることが分か

ります。 



 

 

人件費 教育研究経費 医療経費 管理経費 借入金等利息 資産処分差額 
消費支出の部

合計 

17年度 16,004 3,868 13,793 3,531 458 49 37,729

18年度 16,563 3,817 13,084 3,437 447 27 37,393

19年度 17,323 3,382 13,194 3,613 455 53 38,061

20年度 17,940 3,339 13,626 3,425 398 54 38,798

21年度 18,709 3,157 14,571 3,085 322 158 40,024

22年度 18,940 3,262 15,296 3,390 275 1,456 42,631
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単位：百万円 消費支出内訳推移表（主要科目） 
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※ 消費支出とは、収

入と同じように企業会

計では費用に例えるこ

とができます。本学園

はその割合において、

人件費、医療経費が大

きく占めていることが

分かります。また、教

育、医療、管理経費に

は固定資産を減価償却

した償却勘定が含まれ

ています。 
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単位：百万円 帰属収支差額推移表 

※ 帰属収支差額と

は、帰属収入－消費支

出から算出され、企業

でいえば経常利益に相

当します。このグラフ

のとおり平成１８年度

を境に本学園は四期連

続で黒字を達成するこ

とができました。大学

にとっては毎期の帰属

収支差額の積みあげた

内部資金を例えば固定

資産の取得（土地、建

物、備品等）、また教

育、医療の質的向上の

ために充当すること

が、責務であります。 
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Ⅰ．資金収支計算書、消費収支計算書、貸借対照表の概要 

 

【資金収支計算書の概要】 

 

 学園全体の教育研究等諸活動に対応するすべての資金の動き、いわゆる資金繰りの状況を表すものです。 

収入の部には、学生生徒等納付金収入、手数料収入、寄付金収入、補助金収入、医療収入等法人に帰属す

る収入のほか、２２年度に受け入れた２３年度学納金分の前受金収入、特定預金から引き出して借入金の返

済に充当する借入金返済引当特定預金からの繰入収入、２１年度の医療収入等で２２年度に受け入れた前期

末未収入金収入等を計上した、その他の収入があります。 

なお、補助金収入、医療収入等の中には２２年度末までに入金とならなかった未収分も含めて計上してい

ますが、これは２２年度に収入（入金）がないため資金収入調整勘定で控除しています。また、学納金収入

の中には２２年度に受け入れた２２年度の新入生等の学納金も計上していますので、これも２２年度の収入

（入金）ではないため資金収入調整勘定で控除しています。 

支出の部には、退職金を含む教職員の人件費支出、教育研究経費支出、医療経費支出、管理経費支出、借

入金等利息支出の諸経費のほか、借入金等返済支出、建物等の施設関係支出、機器備品、図書支出等の設備

関係支出、資産運用支出、２２年度に過年度の未払分を支払った金額を計上した前期末未払金支払支出等を

計上したその他の支出があります。 

支出科目の中には２２年度の未払分も含まれていますが、収入同様に２２年度の支出（資金）がないため

資金支出調整勘定で控除しています。また、前期末前払金は過年度に支払ったものが２１年度の支出に帰属

されたため支出科目に計上しています。これも２２年度の支出（資金）がないため資金支出調整勘定で控除

しています。 

【消費収支計算書の概要】 

帰属収入（負債とならない収入）から、基本金組入額（自己資金で賄う建設費や機器備品・図書等の資本

的支出に充当する額）を控除した消費収入と消費支出との均衡状態、すなわち経営状態を表すものです。     

従って、資金収支計算書の収入のうち帰属収入とならない借入金等収入及び資金の動きだけを表したその

他の収入等は除かれます。支出からは、借入金等返済支出、施設関係支出、設備関係支出、その他の支出等

が除かれるとともに、退職給与引当金繰入額、減価償却額、資産処分差額、徴収不能引当繰入額を計上して

います。 

【貸借対照表の概要】 

平成２３年３月３１日現在の財政状態を表した計算書類で、資産と負債・基本金・消費収支差額の状況を

表しています。 

 

 

Ⅱ．平成２２年度資金収支計算書主要科目の概要 

 

【収入の部】     

                                    単位：万円 

① 学生生徒等納付金収入…９１億６，６２３万円 

医学部が入学定員増（６名）、保健学部理学療法学科の学年進行中（２年目）であること、また、 

外国語学部、総合政策学部の在学者数が予算積算時の見込者数より増加したことにより予算を上回った。 
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② 手数料収入…４億５，２１７万円 

入学検定料収入…４億２，２０６万円 

主な要因は保健学部作業療法学科新設、医学部の定員増等により予算比で６,６１３万円の増加となった。 

③  寄付金収入…４億１，４５４万円 

増加の主な要因は、昨今の厳しい経済状況の中、医学部の研究に対する奨学寄付金及び今期後半より 

開始した新病棟建設募金により微増となった。 

④  補助金収入…２６億３，３４７万円 

国庫補助金収入は、大学部門での私立大学経常費補助金は予算比で約５,０００万円の増、私立学校施設

整備費補助金等で約５,６００万円が文部科学省より採択を受けた。地方公共団体補助金収入においても、

病院部門で救急救命センター施設整備補助金等の採択により、予算比で約４億２，０００万円の増加と

なった。 

⑤  医療収入…３１０億９，５６１万円 

今年度の大幅な医療収入増の要因は、従前よりの収支改善に向けての各種活動の他に平成２２年度 

診療報酬改定による増加が主な要因である。包括医療制度（DPC）を採用する病院への機能評価係数 

の引上げ、また手術料、小児、新生児管理料等の新設・引上げにより大幅な収入増となった。 

⑥  借入金等収入…４７億円 

日本私立学校振興・共済事業団より新病棟建設資金として、融資を受けたものである。 

 

【支出の部】 

                                    単位：万円 

① 人件費支出…１８６億２，６９７万円  

職員人件費は医員・レジデントの人件費が予算積算時の在籍者数が下回り、また諸手当においても当初の 

見込額を下回った。退職金も同様に退職予想人数に達しておらず、予算比で約３億円の減少となった。 

②  教育研究経費支出…１５５億８９４万円  

教育研究経費支出【医療経費支出を除く】…２２億８，１７８万円 

主な増加は光熱水費４，６４１万円で、昨年９月以降の原油の高騰及び第３病棟取壊しによる配分の 

見直し等により増加、委託費４，０５６万円については病院施設の共用部分を医学部へ振替えたことによ

るものです。主な減少は消耗品費、印刷製本費、賃借料等です。 

③  医療経費支出…１３２億２，７１５万円 

主な増加は薬品費、診療材料費で予算比５億６，６４８万円の増加となった。主に医療収入増加による 

購入の増加によるものであります。また、減少の主な要因は光熱水費、委託費、修繕費等で 

２億８，１１３万円減少し、光熱水費、委託費は第３病棟取壊しによる影響で減少し、修繕費については

緊急性の有無、また契約内容等の見直しを実施したことによるものである。 

④  管理経費支出…２９億６，０４４万円 

主な増加は借上寮について賃借料等請求事件について未払家賃で１億３，４９４万円。第３病棟取壊し費

用として９６，１８２万円の増加、委託費、公租公課等の増加で大幅な増加となった。 

 

⑤  借入金等利息支出…２億７，５１６万円  

  

⑥  借入金等返済支出…２５億４，５８６万円 
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⑦ 施設関係支出…１８億５，６７９万円 

 建物支出…１０億９７万円 

《主な工事内容》 

○医学部定員増関係改修工事他         ７，２６５万円 

○保健学部作業療法学科開設に伴う工事等    ９，３０４万円 

○病院部門検体検査室他移転工事等     ５億１，２２７万円 

 

構築物支出…１，０３１万円 

《主な工事内容》 

○八王子キャンパス防球ネット設置工事         ５９９万円 

      建設仮勘定…８億４，５５１万円 

             ○新病棟建設工事             ８億４，５５１万円 

         

 ⑧ 設備関係支出…１７億３，０２９万円 

・教育研究用機器備品支出…１６億２，０９３万円 

○大学部門     ５億１，１６９万円（磁気共鳴画像診断装置他） 

○病院部門    １０億９，８３７万円 （中央検査部機器一式他） 

○看護専門学校     １，０８７万円   

・その他の機器備品支出…   １，１８７万円 

       ○大学部門         ６８万円 

○学校法人        ４５９万円 

○病院部門        ６０６万円 

             ○看護専門学校       ５４万円 

・図書・学術雑誌支出…８，４４５万円 

○大学部門      ８，０７９万円 

             ○看護専門学校      ３６６万円 

        

Ⅲ．平成２２年度消費収支計算書主要科目の概要 

資金収支計算書で説明した科目は省略します。 

 

                                    単位：万円 

【消費収入の部】 

①   寄付金…４億５，０５０万円 

    ・現物寄付金…３，５９６万円 

《主な内訳》 ○教育研究用機器備品 ２，２３２万円 ○図書、学術雑誌他 ８１１万円 

○その他の機器備品    ２８８万円  

②   基本金組入額…３８億４，７９８万円（＋３２億２，７７２万円） 

【消費支出の部】 

①   人件費…１８９億３，９７３万円 

・退職給与引当金繰入額…７億５，９４７万円 

退職手当規程に基づいて計算した教職員（１，７５５名）の２２年度退職金負担額。 
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②    教育研究経費…１８５億５，７７３万円 

    教育研究経費【医療経費を除く】…３２億６，１４８万円 

・奨学費…１億２，０８２万円 

《内訳》○私費外国人留学生授業料減免額（資金・消費）  ４，２０３万円 

○看護専門学校生修学貸与金免除額（消費）    ５，６２５万円 

○給付奨学金支給額（資金・消費）        ２，２５４万円 

③  医療経費…１５２億９，６２４万円 

     ・薬品費…５６億９，２９８万円 

         【棚卸しによる在庫品（期首－期末）－１億２，９１８万円】 

     ・診療材料費…３０億９，５９８万円 

【棚卸しによる在庫品（期首－期末）－１，８３７万円】 

 

④  減価償却額…３５億５，６７１万円 

教育研究経費、医療経費、管理経費の一番下の行に記載している減価償却資産に係る 

２２年度の減価償却額。 

⑤  資産処分差額…１４億５，５９７万円 

《内訳》 ○第３病棟除却費 … １４億４，８００万円 

○機器備品の廃棄 …      ７９７万円 

   

⑥  徴収不能引当繰入額…１，２３６万円 

      過年度徴収不能額平均実績（６ヵ年）に基づき繰入額を計上した。 

⑦    基本金取崩額 …    １，５４７万円 

        学校法人会計基準の一部改正（基本金の取崩し要件見直し）による基本金の取崩額。 

 

Ⅳ．貸借対照表主要科目の概要 

（  ）は前年度末比を表す 

 前年度末より増加の場合は（＋）を表示しています。 

                      前年度末より減少の場合は（－）を表示しています。 

                                     単位：万円 

【資産の部】 

固定資産…６４１億７，９１５万円 

・有形固定資産…５６０億１，６７３万円（－１３億９，９７８万円）  

① 建物…３６１億８，０４６万円（－２３億６，９２１万円） 

    ・増加は第二病棟検体検査室移転工事等 ・減少は除却、減価償却額 

【当期の減価償却額１８億５，０７９万円】 

②構築物…７億４，１４３万円（－１億５，４７５万円） 

・増加は八王子キャンパス防球ネットほか ・減少は除却、減価償却額 

【当期の減価償却額１億６，０８２万円】 

③教育研究用機器備品…４９億８，６５５万円（＋１億５，６０４万円） 

    ・増加は購入及び寄付 ・減少は廃棄、減価償却額 

【当期の減価償却額１４億７，９８０万円】 
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     ④図書…５４億９，９１９万円（＋１億１，５８３万円） 

・増加は購入及び寄付、学術雑誌からの振替  ・減少は除籍 

 

・その他の固定資産…８１億６，２４１万円（－４，６６７万円） 

①退職給与引当特定資産…３５億６，５７３円（＋８，１２０万円） 

       ・増加は退職給与引当特定資産（定期預金）の積み増し 

       ・退職給与引当金１００％に対する預金積立率５４％ 

 ②借入金返済引当特定預金…１６億９，３００万円（－４，９００万円） 

       ・平成２３年度借入金元本返済及び支払利息準備金 

 

・流動資産…２５３億６，８１４万円（＋６１億４１５万円）    

 ①現金預金…１９１億９，６２３万円（＋５７億４，５４１万円） 

        当年度末の現金・預金残高（平成２３年３月末に私学事業団からの借入金４７億円含む） 

②未収入金…５６億５，２０２万円（＋２億１７４万円） 

《内訳》  ○医療費             ４８億５，７８５万円 

○私立大学等研究設備整備補助金他  ６億７，７１３万円 

○その他              １億１，７０４万円 

【負債の部】 

・固定負産…２１９億６，６４０万円（＋２８億５，７９７万円） 

①長期借入金…１５１億２，９４６万円（＋２３億７３６万円） 

②長期未払金…２億３，７８５万円（＋２億３，７８５万円） 

            《内訳》 

               ○ファナンスリース取引における翌年度以降の未経過リース残高 

③退職給与引当金…６５億９，６７０万円（＋３億１，２７５万円） 

  当年度末の教職員退職金負担金の累計額。要支給額の１００％を計上。 

 

 ・流動負債…６４億３，７６４万円（－２億５，６４６万円） 

     ①短期借入金…１３億２，０１０万円（－１億５，３２２億円） 

②未払金…３０億３，２２２万円（－８，０４４万円） 

２、３月分の薬品代等。 

③前受金…１６億８，２５５万円（－１，１８５万円） 

             ２３年度新入生の学納金収入 

【基本金の部】  

①第１号基本金…１，１２１億９，２９６万円（＋３６億６，７５０万円） 

            【基本金組入率９３．３％】 

②第３号基本金…７億円(増減なし) 

③第４号基本金…２９億６，５００万円（＋１億６，５００万円） 

 

【消費収支差額の部】 

   翌年度繰越消費支出超過額…△５４７億１，２３３万円（＋１７億７，６３１万円） 

 



【　主要財務比率表　】

比    率 算   式（＊１００） 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 備 　 考

人  件  費 ％ ％ ％ ％ ％

帰 属 収 入 45.0  45.1  44.8  44.3  42.3  

教育研究経費

帰 属 収 入 45.9  43.1  42.4  42.0  41.5  

管 理 経 費

帰 属 収 入 9.3  9.4  8.6  7.3  7.5  

学生生徒等納付金

帰 属 収 入 21.8  21.1  21.3  21.0  20.5  

補  助  金

帰 属 収 入 5.6  5.3  5.5  6.0  5.9  

基本金組入額

帰 属 収 入 6.4 14.9 6.9 5.9 8.6

固 定 資 産

自 己 資 金 125.1  125.5  119.4  111.1  104.9  

流 動 資 産

流 動 負 債 194.7  160.9  235.8  287.8  394.1  

総  負  債

総  資  産 35.1  34.0  32.4  30.4  31.7  

総  負  債

自 己 資 金 54.1  51.4  48.0  43.7  46.5  

現 金 預 金

前  受  金 787.6  603.4  630.7  793.8  1140.9  

基  本  金

基本金要組入額 87.3  89.6  90.0  91.7  93.6  

　　　　　　　：高い方が望ましい　　　　　　　：低い方が望ましい

12 基 本 金 比 率

7 固 定 比 率

11

9 総 負 債 比 率

6 基 本 金 組 入 率

8 流 動 比 率

前 受 金 保 有 率

5 補 助 金 比 率

10 負 債 比 率

3 管 理 経 費 比 率

4 学生生徒等納付金比率

1 人 件 費 比 率

2 教 育 研 究 経 費 比 率



比 率 評　　　　　価

人件費の帰属収入に対する割合を示す重要な比率である。

法人維持、運営のため経費支出は必要不可欠であるが、低い方が望ましい。

解　　　　説

基 本 金 組 入 率

固 定 比 率

流 動 比 率 高い方が良い

基本金要組入額の割合を示し、未組入額は借入金、未払金をもって資産を取得している
ことを表し１００％に近い方が望ましい。

固定資産が外部負債に頼らず取得されているかを示す割合です。土地、建物等の固定
資産にどの程度自己資金が投入されているかを示します。

流動負債に対する流動資産の割合です。一年以内に償還又は支払わなければならない
流動負債に対し、流動資産（現金預金）がどれだけ準備されているかを示します。一般的
に２００%を超えると優良とみなされます。

総負債（固定＋流動）の総資産に対する割合です。この比率は低いほどよく１００％を超え
ると負債総額が資産総額を上回る状態となり、債務超過となります。

他人資金と自己資金との割合です。他人資金が自己資金を上回っていないかどうかを示
す指標で１００％以下が望ましい。

人 件 費 比 率

教 育 研 究 経 費 比 率

管 理 経 費 比 率

学生生徒等納付金比率

補 助 金 比 率

低い方が良い

教育研究経費（医療経費を含む）の帰属収入に対する割合を示し、教育、医療の諸活動
の維持、発展のため高い方が望ましい。但し、著しく高い場合は消費収支のバランスを崩
す要因となる。

本学園の帰属収入の主な収入は、医療収入、学生生徒納付金収入、補助金収入等であ
るが、この比率は安定的に推移することが望ましい。

補助金は本学園の収入の主要な財源であり比率は高い方が望ましいが、外部の影響を
受けやすく経営の弾力性を失う恐れがある。

当該年度の帰属収入から基本金に組み入れた比率を表します。高額な設備投資は基本
金組入れ額が高くなり、消費収支差額が支出超過になることがあり注意が必要です。

前受金と現金預金との割合を表し、一般的に１００%を割り込むとその前受金を先取りし、資
金繰りが苦しい状態を表す指針の一つである。高い方が良い

低い方が良い

高い方が良い

低い方が良い

どちらともいえない

高い方が良い

どちらともいえない

高い方が良い

低い方が良い

低い方が良い負 債 比 率

前 受 金 保 有 率

基 本 金 比 率

総 負 債 比 率


